
















［負債の部］

［純資産の部］

流動負債
　支払手形及び買掛金
　支払承諾
　短期借入金
　１年内償還予定の社債
　１年内返済予定の長期借入金
　その他
固定負債
　社債
　長期借入金
　利息返還損失引当金
　その他
負債合計

株主資本
　資本金
　資本剰余金
　利益剰余金
　自己株式
その他の包括利益累計額合計
新株予約権
非支配株主持分
純資産合計
負債純資産合計

380,277
21,076

140,343
86,562

7,370
98,728
26,196

252,292
20,245

205,803
22,963
3,280

632,570

123,807
143,454
13,948

△ 30,485
△ 3,110

238
230

3,741
128,016
760,587

307,340
16,196

124,883
83,325
1,300

53,482
28,152

255,898
7,200

220,529
24,331
3,837

563,238

114,083
143,454
13,948

△ 40,208
△ 3,110

130
234

4,957
119,407
682,645

当期末
（2019年3月31日）

前期末
（2018年3月31日）

（単位：百万円）

④

⑤

⑥

① 営業貸付金
　無担保ローン残高の増加を主な要因として、会計ベースの営業貸付金残高は前
期末比４５０億円増（同１０％増）の４，５７７億円となりました。なお、流動化によ
る調達のため、営業貸付金の一部をオフバランスとしております。

② 支払承諾見返
　個人および事業者の与信ノウハウを活かし、各金融機関のニーズにあった与信提供
や新商品の提案を積極的に行っており、保証残高の拡大に努めております。オフバラ
ンスとした営業貸付金（流動化債権）に対する保証を含めた会計ベースの支払承諾見
返残高は前期末比１５４億円増（同１２％増）の１，４０３億円となりました。

③ 貸倒引当金
　当期において、貸倒損失の発生分２５９億円（うち、利息返還請求に係る債権放棄は１４億
円）を引当金から取り崩した一方、２９３億円の繰入を行った結果、貸倒引当金は前期末比４７
億円増（同１１％増）の４６１億円となりました。このうち、利息返還請求にかかる債権放棄の引
当金は、１７億円の繰入を行った結果、前期末比２億円増（同１３％増）の２５億円となり、利息
返還請求以外の貸倒引当金は、前期末比４４億円増（同１１％増）の４３６億円となりました。

④ 有利子負債
　金融機関からの借入や私募債の発行など、資金調達の多様化を進めた結果、有
利子負債は前期末比５７６億円増（同１３％増）の４，９３１億円となりました。ま
た、平均調達金利は前期比２３ｂｐ減の１．6４％となっております。

⑤ 利息返還損失引当金
　当期において、利息返還金１２８億円（前期比４３％減）を引当金から取り崩した一
方、１１５億円の繰入を行った結果、利息返還損失引当金残高は前期末比１３億円減（同
５％減）の２２９億円となりました。なお、利息返還請求にかかる債権放棄の引当金２５
億円と合わせて、利息返還損失関連の引当金総額は前期末比１０億円減（同４％減）の
２５４億円となりました。

⑥ 純資産
　純資産は、親会社株主に帰属する当期純利益を計上したことを主な要因として
前期末比８６億円増（同７％増）の１，２８０億円となりました。
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⑦ 営業収益
　各種事業が引き続き順調に推移し、営業貸付金利息収入は前期比
９１億円増（同１６％増）の６５４億円、包括信用購入あっせん収益は
前期比４億円増（同２％増）の１６４億円、信用保証収益が前期比９億
円増（同７％増）の１３９億円となりました。一方で前期においては、ソ
フトウエア開発売上高１２８億円を計上したため、この結果、営業収
益は前期から横ばいの１，１５３億円となりました。

⑧ 営業費用
　金融費用においては、調達コストは低下したものの、営業アセット
の拡大に向け調達金額が増加したことにより、前期比３億円増（同
５％増）の７９億円となり、一般の貸倒関連費用においては営業ア
セットの拡大により、前期比４６億円増（同１９％増）の２８８億円と
なりました。また、利息返還関連費用においては、利息返還請求の足
元の状況を踏まえ１３２億円（同５３％増）の追加繰入を行っておりま
す。一方で前期においては、ソフトウエア開発売上原価１１２億円を
計上したため、この結果、営業費用は前期から横ばいの１，１２２億円
となりました。

⑨ 営業利益
　以上の結果、営業利益は前期比５億円増（同２１％増）の３０億円と
なりました。

⑩ 経常利益
　投資有価証券売却益４億円を計上したことを主な要因として、営業
外収益１１億円を計上しております。この結果、経常利益は前期比１２
億円増（同４５％増）の４１億円となりました。

⑪ 特別損失
　投資有価証券の減損処理を行ったため６億円の特別損失を計上し
ております。

⑫ 法人税等調整額
　繰延税金資産の計上に伴い、法人税等調整額△５６億円を計上して
おります。

⑬ 親会社株主に帰属する当期純利益
　非支配株主に帰属する当期純利益△１１億円を計上した結果、親会
社株主に帰属する当期純利益は前期比５３億円増（同１３６％増）の
９３億円となりました。




















